
2024年4月1日～2024年6月30日に開催された株主総会の議決権行使結果について開示します。
会社別議案別の行使結果については次のページ以降をご参照ください。

1.　会社提案議案

議案項目 賛成 反対 棄権
議案数
合計

反対行使
比率（％）

取締役の選解任※1 4,666 516 0 5,182 10.0%

監査役の選解任※1 463 50 0 513 9.7%

会計監査人の選解任 6 0 0 6 0.0%

役員報酬※2 232 15 0 247 6.1%

退任役員の退職慰労金の支給 6 8 0 14 57.1%

剰余金の処分 364 2 0 366 0.5%

組織再編関連※3 3 0 0 3 0.0%

買収防衛策の導入・更新・廃止 0 6 0 6 100.0%

その他資本政策に関する議案※4 6 0 0 6 0.0%

定款に関する議案 94 6 0 100 6.0%

その他の議案 0 0 0 0 -

5,840 603 0 6,443 9.4%

※1） 取締役の選解任および監査役の選解任は、子議案ベースで集計しています。
※2） 役員報酬額改定、ストックオプションの発行、業績連動型報酬制度の導入・改訂、役員賞与等。
※3） 合併、営業譲渡・譲受、株式交換、株式移転、会社分割等。
※4） 自己株式取得、法定準備金減少、第三者割当増資、資本減少、株式併合、種類株式の発行等。

2.　株主提案議案

賛成 反対 棄権
議案数
合計

賛成行使
比率（％）

7 98 0 105 6.7%

※5） 取締役の選解任および監査役の選解任は、子議案ベースで集計しています。

3.　議決権行使結果概況

国内株式における議案別議決権行使の状況について

合　計

合　計※5

会社機関に関する議案

役員報酬に関する議案

資本政策に関する議案
（定款に関する議案を除く）

• 当社は、議決権行使ガイドラインに基づき議案を精査しています。但し、当社の親会社であるＴ＆Ｄホールディングスは、議決

権行使助言会社であるＩＳＳの助言を受けて行使をしました。

• この期間に開催された総会数は558総会、議案数は会社提案議案が6,443件、株主提案議案が105件ありました。そのうち、会

社提案議案は603件に反対し、株主提案議案は7件に賛成しました。

• 取締役の選解任については、当社選任基準を満たす社外取締役が一定数選任されていない場合、監査等委員に当社選任基

準を満たす社外取締役が過半数選任されていない場合、収益性が恒常的に低く今後も改善が見込めないと判断される場合、

定款に定める定員と同数まで取締役を増員する場合、役職員の不正行為や違法な企業活動等により株主価値を毀損する懸

念があると判断される場合、政策保有株の水準が高く明確な縮減計画がない場合、女性の取締役が選任されていない場合等

は、個別に企業の状況を踏まえながら、責任のある取締役の再任に反対しました。

• 社外取締役および社外監査役については、独立性に問題がある場合、兼務が多く役割を十分に果たせないと考えられる場合、

委員会への出席率が低い場合などに反対しました。

• 役員報酬については、社外取締役への多額なインセンティブ報酬を付与する議案や監査担当役員が支給対象に含まれる議

案、短期的なインセンティブにつながる内容のストックオプションに反対しました。
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• 退任役員の退職慰労金等の支給については、支給金額または金額決定プロセスが開示されていない場合、社外役員への支

給が含まれる場合に反対しました。

• 買収防衛策を導入・更新する議案については、当社選任基準を満たす社外取締役が過半数選任されていない場合に反対し

ました。

• 定款に関する議案については、取締役定員を株主総会後の取締役と同数に変更する議案、発行可能株式総数を大幅に拡大

する議案に反対しました。

• 株主提案については、株主価値の向上に寄与するかどうかを基本的な判断基準としています。定款を一部変更することを目

的として提案された議案については、定款は会社の目的や組織を定義するものであり個別具体的な内容を記載するものでは

ないと考えておりますが、株主価値向上に資する提案内容である場合は、企業の取り組みや目標を考慮した上で賛成しました。

その結果、役員報酬の透明性を高める個別開示を求める提案、GHG削減目標を役員報酬と連動させることを求める提案、環

境に関するロビー活動について詳細開示を求める提案、気候変動関連の事業リスク及び機会を経営戦略へ組み込むための

取締役指名及び実効性評価を行うことを求める提案、CEOと取締役会議長の兼任を禁止し社外取締役を議長とする提案、剰

余金の配当等を取締役会以外でも決議可能とするよう定款を変更する提案等に賛成しました。その他、取締役報酬のうち業

績連動部分を引き上げることを求める提案に賛成しました。
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